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要約 1	 日本企業の企業価値が上がらない理由として、①標準策定力の弱さ、②IT部
門のスキル不足、③事業のビジョンを構想できる人材の不足、④事業とITを
つなぐ人材の不足、が挙げられる。

2	 先進企業の事例として、コマツ、日立製作所、横河電機を紹介する。
3	 先進事例から得られる示唆として、日本企業がデジタル化対応力を強化する
ために必要なことは、①デジタル化の目的と対応する組織機能の設計、②標
準化推進機能の構築、③開発アプローチの明確化と開発能力の獲得、④事例
の抽象化・テンプレート化による n倍化の加速、がある。
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Ⅰ	 日本企業のデジタル対応における問題点

日本企業の企業価値が上がらない理由とし
て、①標準策定力の弱さ、②IT部門のスキ
ル不足、③事業のビジョンを構想できる人材
の不足、④事業とITをつなぐ人材の不足、
が挙げられる。

1	 標準策定力の弱さ
日本企業は、現場の工夫、すり合わせ力な

どに依存したオペレーションが経営の強みと
なってきたが、標準を策定し明文化する部分
は弱みとなっている。それでは、国内では対
応できてもグローバルオペレーションにおい
てガバナンスを働かせることができない。

たとえば、グローバルなタレント管理、グ
レーディングなどの人事における業務標準が
できている企業はあまり見受けられない。日
本本社の人事部門は日本人の人事しか行って
いないケースも少なくない。さらに、これは
間接業務においては人事部門にかぎらず起き
ている現象である。

本社の各業務部門は、海外拠点の業務にお
ける標準領域やプロセスに対するガバナンス
が効かせられないでいる。経理業務は決算処
理があること、「国際財務報告基準（IFRS）」
など標準と同じような考え方があるため状況
が異なるが、総務、法務、情報システムなど
の業務は企業の屋台骨であり、直接業務を支
える大切な役割があるものの、本社からのグ
ローバル各地域の業務に対するガバナンスは
効いていない。なぜならば、各地域の業務は
レポートラインが各地域会社の社長にある場
合が多く、それぞれの地域の事情に応じた業
務が行われているため、本社としての標準領

域やプロセスへのガバナンスは必ずしも機能
していないからである。

結局、標準化ができないから基幹システム
などはカスタマイズしなければならない部分
が増え、結果としてメンテナンスに人員とコ
ストがかかってしまうという悪循環になって
いる。

2	 IT部門のスキル不足
日本企業のIT部門にはビジネス要件を定

義してシステム開発できる人材が圧倒的に不
足している。よく見られるのは、情報システ
ム部門にはIT関連の企画機能はあるものの、
実際の開発は外部企業が行っているケース、
あるいは、システム子会社が存在しているに
もかかわらず、外部ベンダーに開発を委託し
て進捗管理と品質管理をしているだけという
ケースである。これでは結果的に多階層構造
となり、コスト高の要因をつくり出している
だけになってしまう。

最近はSAPの保守期限切れもあり、基幹シ
ステムの刷新プロジェクトが多く、IT人材
は大変な不足状況にある。そのため、企業は
IT人材の獲得に苦慮している。

3	 事業のビジョンを構想できる 
人材の不足

前述した業務標準化の推進もさることなが
ら、新しいビジネスモデルを考え、事業のビ
ジョンを構想できる人材が圧倒的に不足して
いる。ICTによりデジタル化を推進すること
が「How」だとすると、ビジョンの構想は

「What」に当たる。
ここでいう「What」は、デザイン思考な

ど顧客に対する洞察力から生まれるものであ



企業価値を向上させる日本企業経営のあり方

58 知的資産創造／2022年1月号

る。常識とされている概念を疑い、一見、非
常識と思えることでも新しい提供価値として
定義していく。社内に反対意見があったとし
ても、実現すべきこと・ビジョンを掲げる人
材がいないと事業のDX（デジタルトランス
フォーメーション）は始まらないということ
である。

最近は日本企業も組織としてデザイン思考
を取り入れ、必須スキルと位置付けて教育を
進めているところも出てきている。一方で、
組織風土として横並び気質があり、反対意見
をいわず議論もないままコンセンサスづくり
が行われるきらいもあるが、そのような組織
では、新しい事業のビジョンを構想したりビ
ジネスモデルをつくったりすることは難し
い。

4	 事業とITをつなぐ人材の不足
ビジョンやビジネスモデルを構想しても、

ITシステムを実装できる人材は不足してい
る。事業とIT部門の間に入り、求められる
ビジネスモデルにフィットしたITシステム
を構築するための橋渡し役がおらず、結果と
して事業のDXが進まないことも少なくない。
ビジネスモデルアーキテクト、データサイ
エンティスト、大型のシステム開発における
プロジェクトマネジャーなどは引く手あまた
であり、日本中のどの企業も常に優秀な人材
を探している。しかしながら、GAFAをはじ
めとしたグローバル大手は日本企業とは異な
るレベルの給与体系で、ピンポイントで人材
を獲得している。このような状況で、IT人
材の人件費は上昇の一途であり、日本企業は
その確保がますます難しくなっている。かと
いって、社内でそのような人材を育成しよう

としても、教育できるだけの知識やスキルを
持ち合わせていないためままならないという
のが日本企業の現状である。

Ⅱ	 先進事例

先進企業の事例として、コマツ、日立製作
所、横河電機を紹介する。

1	 コマツ
（1） 企業概要

コマツは、建設・鉱山機械、ユーティリテ
ィ（小型機械）、林業機械、産業機械などの
事業を展開しているグローバル製造業であ
る。売上規模は 2 兆1895億円（2020年度）、
連結従業員数は 6 万1564人である。

（2） スマートコンストラクションの推進
コマツは、スマートコンストラクション事

業を2015年より推進している。スマートコン
ストラクション事業は、ICTを活用して建設
工事の現場におけるあらゆる要素を三次元の
デジタルデータ化して工事全体を可視化し、
生産性を劇的に高めるものである。人材不足
の解消、工事の安全性向上にもつながる画期
的なソリューションである（図 1 ）。

これは、国土交通省が16年 4 月から推進す
る「i-Construction（アイ・コンストラクシ
ョン）」構想を先取りした取り組みである。
スマートコンストラクションを導入して労働
環境が安全で快適になれば、現場の働き方が
一変し、建設現場のイメージも改善される可
能性がある。建設に未経験な人材もオペレー
ターとして就業することが期待でき、ひいて
は労働者不足の解消につながっていくと考え
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られている。
コマツがスマートコンストラクションに取

り組むのは、建設現場の深刻な人手不足を解
決するためである。特に実際に工事を行う技
能労働者が極めて不足していることが背景に
ある。国土交通省が発表している公式資料
も、25年度には必要数約300万人に対して、
100万人以上足りなくなるとされている。

従来の土木工事は、ベテラン技術者の技量
や経験に大きく依存していた。施工計画をつ
くる技術者は、現場の測量データと設計図を
頭の中で照らし合わせ、どのような作業が必
要か、どれくらいの土量を動かすのか、何人
の技術労働者と何台の建機でどれくらいの作
業時間がかかるのか、培われた経験に基づい
て試算する。このような、いわば「経験値」

図1　コマツの「スマートコンストラクション」概念図

建設生産プロセス全体のあらゆる「モノ」のデータを、
ICTで有機的につなぐことで測量から検査まで現場すべてを「見える化」し、

安全で生産性の高いスマートな
「未来の現場」を創造していくソリューションです
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出所）コマツWebサイトより作成
https://smartconstruction.komatsu/whats.html
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を厳密な計算で割り出すことは難しい。ま
た、建機での施工作業も操作するオペレータ
ーの経験や技量に大きく依存してきた。設計
図に沿って、ペンキで描かれた丁張を目印
に、近くでサポート役を務める作業員からの
指示を受けて操作するのだが、頼りになるベ
テランの技術者やオペレーターは高齢化して
おり、技能の伝承が困難な状況にある。

この現状を打開するため、スマートコンス
トラクションは現場のすべてを三次元デジタ
ルデータ化して管理・活用することで、土木
の現場作業を抜本的に効率化しようというも
のである。ドローンを使って施工前の現場を
精密に測量・データ化し、さらに二次元の完
成施工図面も三次元データ化し、この 2 つの
データを比較して現場で施工作業が必要な範
囲や作業する場所の現状、施工時に出てくる
土砂の量（土量）などを正確に割り出すとい
うデジタルソリューションである（図 2 ）。

こうして取得したデータに基づいて、工
期、コストなどの条件を変えながらコンピュ
ータ上で工事のシミュレーションを行い、何
パターンもの施工計画を作成して業者に提案
する。施工会社は、そこから最適な施工計画
を選択し、現場の精密な三次元データに基づ
いて自動制御で正確に動くICT建機を活用し
て工事を行う。この施工計画には毎日の工程
表にある、その日に必要な建機の種類や台
数、土砂を運び出すトラックの台数やその運
行管理なども含まれている。実際の施工作業
についても、ICT建機が三次元データに基づ
いて自動制御で正確に行うため、丁張は不要
となる。オペレーターの横で指示を出してい
た作業員も必要なくなる。このように、安全
で正確な上にコストを抑えることもできる。

施工作業終了後は、ドローンを飛ばして測
量を行い、図面どおりであるか、また予定ど
おりのスケジュールで行われているかを把握
できる。工事完了時には出来高検査もドロー
ンを使えば正確にできる。

さらに、設計が急遽変更になったり、悪天
候や資材の搬入遅れなどで施工計画を見直さ
ざるを得なくなったりした場合も対応でき
る。現場を支援する「スマートコンストラク
ションサポートセンター」のオペレーターと
やり取りすることでスムーズな変更が可能で
あり、変更が生じた際には関係者の間で三次
元デジタルデータで共有される。

スマートコンストラクションによる施工計
画は、すべて現場の三次元データに基づいて
いる。計画にはこれまでの実績を基にしたノ
ウハウが生かされている。これはICTで建設
現場が可視化されているからである。

15年 2 月にスマートコンストラクションが
スタートしてから現在まで、国内で 1 万超の
建設現場への導入事例があり、これまでに蓄
積された知識、ノウハウ、失敗から学んだ経
験を生かして、スマートコンストラクション
は常に進化してきた。このように、スマート
コンストラクションはオープンなプラットフ
ォームとして、外部の企業が自由に参加し、
建設現場に関連するサービスやソフトウエア
の開発に加われるようになっている。オープ
ンプラットフォームとすることで、自社の利
益を優先して技術を囲い込むのではなく、外
部と連携し、新しい技術をどんどん導入する
ことでさらに進化しようとしている。ひいて
は、土木工事というものの生産性を高め、新
しい可能性を生み出そうとしているのであ
る。
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コマツがICTを活用したこのようなビジネ
スモデルを実践できているのは、同社が事業
に対するビジョンを明確に描くことができた
からである。それは土木工事の現場が抱えて
いる人手不足、工事の危険、可視化されてい

ないことによる無駄をいかに解消していくか
という課題に対する構想であった。今後は、
さらに生産性を高めるためのソリューション
としてスマートコンストラクションを常に進
化させている。

図2　コマツ「スマートコンストラクション」のプロセス
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出所）コマツWebサイトより作成
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（3） EARTHBRAINの設立による 

 「コト」事業の強化と 

 コマツ流両利き経営
スマートコンストラクション事業はソリュ

ーションサービスである。2021年 7 月にコマ
ツはスマートコンストラクション事業を分社
化し、コマツ、NTTドコモ、ソニーセミコ
ンダクタソリューションズ、野村総合研究所

（NRI）の 4 社で合弁会社EARTHBRAIN（ア
ースブレーン）を設立している。

スマートコンストラクション事業で目指し
ている建設業界における高齢化・労働者の人
口減少といった社会課題、新型コロナウイル
スの感染拡大で急速に求められる世界の土木
現場における働き方改革に対して、安全性、
生産性、環境性の向上を実現するため、 4 社
がそれぞれの強みを生かして土木業界のDX
を推進することとなっている。これにより、
スマートコンストラクション事業のさらなる
高度化を進めるとともに、海外展開に対して
も素早く、かつ幅広く対応できるとしてい
る。

また、コマツの建機だけでなく、土木現場
で稼働しているすべての建機、ダンプカーな
どの車両などに対してもサービスを提供する
ため、 4 社が保有する知見やノウハウ、技術
を組み合わせ、次世代のスマートコンストラ
クションへと進化させ、世界に普及させよう
としている。デジタル技術を駆使して、土木
現場の地形や機械・労務・材料、さらには安
全・環境面も含めて遠隔からリアルタイムで
可視化して、データを分析・改善できるデバ
イス、アプリケーションの開発・提供を加速
させていく。

たとえば土木現場をデジタル上に再現する

デジタルツインを行い、土木の全工程を可視
化、コントロールすることで土木現場の安全
性を高め、生産性を向上させ、未来の現場を
創造しようとしている。

この 4 社の合弁スキームにおいて、コマツ
はスマートコンストラクションのノウハウ、
土木現場における技術と商流面での貢献を、
NTTドコモは、デジタルツインに欠かせな
い5Gネットワーク技術、IoTにおけるクラウ
ドの基盤、画像解析または未来予測のための
AI技術を、ソニーセミコンダクタソリュー
ションズは、土木現場可視化のためのセンシ
ング技術、データ収集システムを、そして
NRIはビジネスモデル変革、デジタル化の知
見を生かしたソリューション開発・サービス
およびノウハウを、それぞれ提供している。

コマツは、スマートコンストラクションを
分社化することで、土木工事に対する「コト

（サービス事業）」でのプラットフォーマーと
して主導的なポジションを獲得しようとして
いる。「コト」を強化して、コトに最適なよ
り強い「モノ」づくりを実現しようとしてい
るのである。

コマツはEARTHBRAINを設立すること
により、モノづくりとは異なる「コト」の事
業に必要不可欠な技術とノウハウを持ったパ
ートナーと共同の事業とすることにより、過
去にないスピードで社会課題を解決しようと
している。それは、これまで製品を中心に考
えていた事業を、土木現場、社会課題を中心
に考える事業へと大きく転換するということ
にほかならない。

スマートコンストラクションは、正確な施
工ができるコマツのICT建機があってこそ可
能なものであるが、製造業が陥りがちな製品
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起点の考え方となってしまっては、現場で起
きている社会課題の解決とはならないだろ
う。つまり、コマツが勝者となるためには、
自社が保有するハードウエアの技術を、「コ
ト」の事業から得られる現場の状況、可視化
された課題に対して、スピード感をもって最
適化していくことが求められる。そのため
に、コマツには、土木現場を可視化し、顧客
体験を高めていくとともに、「モノ」の「コ
ト」への最適化を進めるため、この改革を加
速している。

コマツがEARTHBRAIN設立で目指すの
は、「コマツ流両利きの経営」である。チャ
ールズ・A・オライリー教授の有名な著書

『両利きの経営』は既存事業の深化と新規事
業の探索とを両立するものだが、コマツは既
存の「モノづくり」の深化を、現場を起点に
したスマートコンストラクション事業、つま
り「コトづくり」事業を探索・創造すること
で実現しようとしている。

モノづくりとコトづくりという 2 つの事業
は大きく性質が異なる。たとえば価値の源泉
は、製造業ではすり合わせ技術による製品品
質であることに対して、スマートコンストラ
クション事業ではデータの蓄積に伴うノウハ
ウの提供である。価値創出プロセスは、製造
業では垂直統合であることに対して、スマー
トコンストラクション事業ではパートナー企
業との水平分業により市場に素早く「コト」
を投入することである。そのため、組織のあ
り方もヒエラルキーや合議に基づく決定から
データに基づく、より迅速な意思決定とな
り、年功型の組織ではなく、スキルに基づく
ジョブ型の組織であることが求められる。

コマツはあえて本来の事業とは正反対のこ

とを他社とともに設立した「出島」で行うこ
とにより、コマツ本体のモノづくり事業も変
革しようとしている。目指すのは土木の現場
に立脚したモノづくりとコトづくりの両立に
よる土木現場起点での顧客体験の品質向上で
ある。

2	 日立製作所
（1） 企業概要

日立製作所は、連結従業員35万人、売上規
模 8 兆7000億円のグローバル企業である。事
業領域は、IT、エネルギー、インダストリ
ー、モビリティ、ライフ、オートモーティブ
があり、データを活用した社会イノベーショ
ン事業を推進している。

（2） Lumada事業の推進
日立製作所は2016年 5 月、同社が幅広い事

業領域で蓄積してきたOT（Operational Tech-
nology）とIT（Information Technology）の
融合によって、IoTに関連するソリューショ
ンの開発と容易なカスタマイズを可能とする
IoTプラットフォーム「Lumada」の提供を
始めた。20年度にはLumada事業で1.1兆円の
売上を達成し、21年度は1.6兆円の売上を目
指している。

Lumada事業成長のポイントに、同社が進
める「成功事例の n 倍化」によるネットワ
ーク効果の最大化がある。成功事例の n 倍
化を加速する仕組みとして、①NEXPERI-
ENCEによる価値の協創プロセスの標準化、
②ソリューションコアを活用したソリューシ
ョン商材の横展開、③エコシステムづくり、
④Lumada事業を推進するためのリソース獲
得、について説明する。
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①NEXPERIENCEによる 
価値の協創プロセスの標準化

日立製作所は、デザイン思考による協創プ
ロセスをNEXPERIENCEとして標準化を進
めている。NEXPERIENCEとは、社会課題
を解決する新しいサービスについて複数の企
業や組織が一緒になって考える手法である。

生活者視点を持って、新しいサービスの機
会を探索し、ワークショップなどを通じて実
現可能なビジネスモデルとして具現化してい
く。形のないテーマ、抽象的なテーマについ
ても建設的に議論するための手法であり、思
考の発散・切替・そして整理をスピーディに
実施するためのITツール、集中して議論す
る空間などが求められるこれらの手法・IT
ツール・空間を一つにまとめることで、ワー
クショップでの議論をよりクリエイティブな
ものとする。このプロセスを通じて、エネル
ギー、金融、交通、医療、都市開発など、社
会を支えるさまざまな分野での課題解決のた
めのアイデアを生み出している。そのプロセ
スは、（ⅰ）課題発見、（ⅱ）解決案創生、

（ⅲ）価値検証の 3 つに分けられる。

（ⅰ）課題発見
社会変化には往々にして「きざし」という

ものが見受けられるが、日立製作所ではこう
したきざしの収集と未来を見通すための素材
を蓄積している。環境意識の高まり、シェア
リングエコノミーの拡大、多様性の尊重など
がベーストレンドとなっている。

社会変化のきざしは、これまでとは異なる
サービスの登場や一部の先進的ユーザーのニ
ーズ変化として表れる。このようなきざしを
収集・蓄積し、将来のビジョンを描くために

パートナーとワークショップを開催する際に
用いられている。少し先の未来を想像し、そ
こからバックキャスティングの考え方で事業
創生や業務改革の新しい機会を発見しようと
しているのである。

（ⅱ）解決案創生
日立製作所は顧客とともに協創ワークショ

ップを実施しているが、そこにはデザイナー
も参加し、議論をリアルタイムで可視化して
アイデアの着想やビジネスモデルの設計を促
している。そして議論の結果は、イラストや
チャート、ストーリーボードなど直感的に把
握できる形にまとめられ、次に議論の続きを
行うときにただちに本題に入れるような状態
にしている。

ワークショップではAIも活用している。
アイデアの着想を助けるため、参加者の会話
を聞きながら過去に蓄積したアイデア、ソリ
ューション事例、世界の最新ニュースなどの
関連コンテンツをリアルタイムで提示するこ
とで、議論を活発化している。

（ⅲ）価値検証
ワークショップで出されたアイデアは、ユ

ーザーにとっての利便性、社会的価値、事業
収益性を評価し、可視化するための手法やシ
ミュレーターが用意されている。これまでの
事業企画経験を基に用意された、さまざまな
事業分野の標準的な計算モデルからは、どの
要因が不確実だとリスクが大きくなるのか、
また成否の感度はどの要因から決まるかなど
のことを評価することができる。それらを検
証するためのITツールも用意されており、こ
うした検証と評価に基づいて新事業や新サー
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ビスを実装する道筋をつくっている。

②ソリューションコアを活用した 
ソリューション商材の横展開

日立製作所は、Lumadaの展開を通じて
OT、ITの両面で蓄積されるデータの顧客へ
の提供価値を最大限に高めようとしている。
そこで効率的に展開するために考えられてい
るのが「ソリューションコア」という考え方
である。これは一言でいうと、横展開可能な
ソリューションのテンプレートである。各業
界を担当するフロントビジネスユニットがさ
まざまな顧客を担当し、共通プラットフォー
ムであるLumadaからソリューションを展開
していく（図 3 ）。

同社は、ソリューション開発で蓄積してき
た事例を、同社のサービス＆プラットフォー
ムビジネスユニットが抽象化・一般化しテン
プレート化を進めている。これをソリューシ
ョンコアと呼んでいる。フロントビジネスユ

ニットは、顧客に合わせて常にソリューショ
ンコアをカスタマイズ、マッシュアップする
ことで、より効率的なソリューションにして
いる。こうした手法は横展開（ソリューショ
ンコアの n 倍化）を進めていく上で大きな
意味がある。

一つは顧客へのサービス提供スピードや経
済性の向上である。過去の日本企業のシステ
ム事業は常にカスタマイズが多く、効率が悪
いものであったため、ネットワーク効果が得
にくくなっていた。そこで同社は n 倍化す
ることを念頭に置き、ソリューションコアを
最大限に活用している。つまり、顧客向けの
カスタマイズと標準化による経済性向上と、
展開スピードの両立を目指しているのであ
る。

2016年度、Lumada開始時はソリューショ
ンコアとして電力エネルギー分野の「Mi-
cro-grid」「Smart Energy」、産業・流通・水
分野の「Optimized Factory」「Smart Logis-

図3　日立製作所における「Lumada」提供開始年度のソリューションコア

出所）日立製作所Webサイトより転載
https://www.hitachi.co.jp/products/it/lumada/stories/index.html
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るのである。

③エコシステムづくり
日立製作所は、Lumadaによるソリューシ

ョンを広く展開するため、自社だけでなくパ
ートナーの力を最大限に活用しようとしてい
る。そのため同社では、「Lumadaアライア
ンスプログラム」を用意し、「技術・ノウハ
ウ・アイデアを相互に活用し、データから新
たな価値を創出することで、人々のQoLの向
上と社会・経済の持続的な発展に貢献する。
その価値を循環させ、ともに成長していく」
というビジョンに賛同したパートナーと、さ

tics」、 ア ー バ ン 分 野 の「City Data Ex-
change」「Public Safety」、金融・公共・ヘ
ルスケア分野の「Digital Payment」「Clinical 
Repository」、製造分野の「Predictive Main-
tenance」を挙げている。その後、ソリュー
ションコアは発展し、その展開事例数を着実
に増加させ、Lumadaによる n 倍化に大きく
寄与している。現在は表 1 のようなソリュー
ション事例によって整理されており、業種や
解決したい課題から顧客も事例が簡単に検索
できるようになっている。Lumadaによって
どのような課題が解決できるのか、顧客にも
参照しやすいよう分かりやすく展開されてい

表1　ｎ倍化されている日立製作所「Lumada」のソリューション事例

ソリューション名 内容

Hitachi AI Technology
／計画最適化サービス

計画業務のプロセスを定式化・デジタル化し、統一したルールでより最適な計画を自動的に立案する
–花王（売場の店頭支援巡回計画を自動化）
–ニチレイフーズ（生産計画と要員計画を自動立案）

Risk Simulator for 
Insurance

予測モデルを用いて将来の入院リスクをシミュレーションする医療ビッグデータ分析ソリューション
–第一生命（生命保険の加入範囲を拡大）
–栃木県（保険事業支援）
–JA共済（終身共済、医療共済など複数の共済の引き受け基準の見直しを支援）
–ベトナム最大手の国営保険会社 Bao Viet Insurance社（健康増進に向けた新たな保険サービス提供）

音声デジタル
ソリューション

高い認識率の日立独自の音声認識技術を活用し、膨大な通話録音記録を自動でテキスト化、対応品質向上やコンプ
ライアンスチェックの自動化などを図るサービス
–野村證券（営業店・本社の26,000台の通話録音データのテキスト化対応、システム構築）
–トヨタ（コールセンター業務にテキスト要約システムを導入）
–三菱UFJモルガン・スタンレー証券（音声認識・AIを活用した顧客対応モニタリングシステムを導入）

帳票認識サービス
AI技術を基に高精度な文字認識を行い、定型・非定型帳票、手書き文字、二次元コードなどを自動で読み込む
–全銀協（電子交換所のシステム委託業者に選定。2022年の稼働を予定）
–日立製作所財務部門（自社の出納業務の帳票読み取り・照合の自動化）

CMOSアニーリング
（組み合わせ最適化

処理技術）

量子コンピュータを模した日立独自の計算技術CMOSアニーリングを活用し、組み合わせ最適化問題の解決に取り
組む。損害保険ジャパン、三井住友フィナンシャルグループ、KDDI総合研究所をはじめ幅広い顧客と実証を実施

感性分析サービス

SNSやクチコミサイトなどソーシャルメディアの情報、TV、新聞などのマスメディアの情報、コールセンターの会
話履歴などから企業や商品に対する顧客の声や感情を高精度に可視化
–ホンダ（感性分析サービスを共同で開発）
–電通・電通デジタル（日立の分析プラットフォームを組み込み「mindlook」を協創）

材料開発
ソリューション

AIやデータ解析などのデジタル技術で新材料を開発・評価するマテリアルズ・インフォマティクスを適用したソ
リューション。下記企業など約40社で採用
–帝人（素材開発の高度化やR&Dのスピードアップを目的とした帝人中計達成のための協創）
–UACJ（高機能アルミニウムのR&Dに向けた協創）
–三井化学（新材料開発に適用し実証を実施）

人流可視化
ソリューション

顧客一人一人のカメラ画像を人型のアイコン画像に置き換え混雑状況を可視化するサービス
–東急（2016年から導入（駅視–Vision）、2018年に86駅に導入）、京急、相鉄へ導入
–東京ドーム（2020年11月、プロ野球公式戦における感染対策に向けた技術実証を実施）

出所）日立製作所提供資料より作成
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録と共有、既にあるテンプレートを組み合わ
せることで新たな価値創出をする開発機能、
PoC環境、本番環境へと実装する機能が提供
されている。

④Lumada事業を推進するための 
リソース獲得

日立製作所は、2021年 3 月にグローバルロ
ジックの買収を発表、同年 7 月に総額95億ド
ル（約 1 兆円）かけて買収を完了している。

グローバルロジックは00年創業、シリコン
バレーに本社を置くソフトウエアの設計・開
発を手掛ける世界的なIT企業であり、従業
員は 2 万人を超える。顧客企業は400社を超
え、21年の売上は12億ドルに達する。業界に
特化したソリューションを手掛け、自動車・
金融・通信・小売・ヘルスケア・製造・メデ
ィアと多様な業界の顧客がいる。また、世界
各地に拠点があり、開発センターは北米（米
国・カナダ）、欧州（ドイツ・クロアチア）、
アジア（インド）、南米（アルゼンチン）な
ど広い範囲を網羅している。

グローバルロジックの強みは、DXの推進

まざまな社会課題や地域の課題をテーマとし
て、ともに取り組み、解決することでイノベ
ーション創出を目指している。

このプログラムには、デジタルソリューシ
ョン、グローバルへの展開力、技術サポート
力など、多様なジャンルに強みを持つパート
ナーが集まっており、パートナーとマッチン
グしながらオープンイノベーションが推進さ
れている。

同社は社会イノベーションをさらに推進す
るべく、パートナーがそれぞれの得意分野で
貢献できるエコシステムを構築している。単
独では解くのが難しい社会課題の解決と価値
の提供をするため、オープンイノベーション
の場を設けて、パートナーがその多様な発見
とノウハウを組み合わせることにより、新た
なソリューションを生み出している。生み出
された事例は「Lumada Solution Hub」に登
録して共有することで、ますます価値を増大
させていくこととなる。

このシステムを支えるのはLumada Solu-
tion Hubである。具体的にはカタログ機能か
ら、ノウハウ・デジタルソリューションの登

図4　グローバルロジックの強み

高度なエクスペリエンスデザイン力を有し、
Chip-to-Cloudでグローバルにお客さまのデジタルトランスフォーメーションを支援

高い収益プロファイルと強力なCAGRを兼ね備えたデジタルエンジニアリング市場のリーダー
（調整後EBITDA率23.7％）（売上高前期比　＋19.3％）

幅広い業界の専門知識やお客さまとの
協創実績をもつエクスペリエンスデザイン

協創拠点
（デザインスタジオ）

8カ所

Chip-to-Cloud（チップからクラウドまで）に
対応できるデジタルエンジニアリング
価値をすばやく実装するアジャイル開発

デリバリー拠点
（エンジニアリングセンター）

30カ所

通信、金融サービス、自動車、ヘルスケア、メディア、
インダストリーなど幅広い業界の良質な顧客基盤

既存顧客数

400社以上

Lumadaの
成長エンジン

出所）日立製作所提供資料より作成
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ムが占めている。海外売上比率が 7 割のグロ
ーバル企業であり、各種プラントのデバイス
をコントロールする制御事業が最も大きな事
業である。

（2） DXの推進
横河電機では、舩生幸宏氏（執行役員。デ

ジタル戦略本部長（CIO）兼デジタルソリュ
ーション本部DXプラットフォームセンター
長）がDXを強力に推進している。

同社のDX推進戦略は二つに分かれてい
る。一つは社内で社員の生産性を 2 〜 3 割向
上させる「Internal DX」である。そして、
もう一つが顧客向けに新たなデジタルサービ
ス提供をする「External DX」である。これ
らを舩生氏が管轄している（図 5 ）。

同社ではこれまで、事業本部、リージョ
ン、機能別にシステムを構築していた。舩生
氏は、顧客、社員、パートナーの視点で、カ
スタマーエクスペリエンス（CX）、エンプロ
イーエクスペリエンス、パートナーエクスペ
リエンスという 3 点からシステムを統合して

やソフトウエアの研究開発力である。高度な
エクスペリエンスデザイン力と、チップから
クラウドまで幅広い対応ができるデジタルエ
ンジニアリング力により顧客のDXを支援
し、調整後EBITDA率（企業価値評価の指
標で、利払い前・税引き前・減価償却前利益
のこと）23.7％という高い収益性がある（図
4 ）。

日立製作所は、「グローバルロジックが持
つエクスペリエンスデザイン力、デジタルエ
ンジニアリング力、顧客基盤は、Lumadaの
グローバル展開にとって必要な成長エンジン
である」と発表している。同社は、こうした
外部からのリソースの獲得と融合を通じて、
Lumadaをさらに強化することで、事業規模
の拡大、 n 倍化を進めている。

3	 横河電機
（1） 企業概要

横河電機は、1915年創業の計測・制御機器
メーカーである。2020年度の売上高は3742億
円、売上の 9 割は創業事業である制御システ

図5　横河電機のDX

IT投資

社内への価値顧客への価値

生産性革命を支援し成長機会を創出

デジタルソリューション
事業本部

DXプラットフォーム
センター

デジタル戦略本部

Digital
Transformation

成長基盤を確立

デジタルビジネス実現 業務プロセス変革

Show Room

RPA

モバイル
ワークスタイル

制御系ソリューション
へのAI、IIoT活用

IIoTクラウド
プラットフォーム構築

すべての変革の基盤として、デジタル技術を最大限に活用し
成長機会創出と成長基盤確立を実現

External DX：
● 顧客への提供価値向上
● 既存ビジネスのDX化と
　新規DXビジネスの創出

Internal DX：
● 従業員の生産性向上
　（20～ 30％）

デジタル
マーケティング

ITインフラ強化

ネットワーク セキュリティ

出所）横河電機提供資料より作成
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両方を管轄する体制に改めると同時に、標準
化を推進するイニシアチブを明確にすること
で強化を図っている。そして21年 4 月にその
ための大きな組織構造改革を行った。

事業については、エナジー＆サステナブ
ル、マテリアル、エナジーの三業種別組織と
した。従来はIAプロダクト、IAシステムと
製品別の組織体系となっていたものを顧客軸
で編成し直し、それぞれの業種別ビジネスユ
ニットがグローバル戦略の策定と実行、損益
責任を持つこととした。それまでは地域会社
が損益責任を持ち、それぞれの地域に最適化
されていた経営を、グローバルに最適化され
た戦略を実現できる組織に改めたのである。
さらにプロセスオーナー制度を導入し、コン
サルティング、ソリューション開発、デジタ
ルプラットフォームについてはグローバルプ
ロセスオーナーとして、本社がプロセスの標
準化を策定することとした（図 6 ）。

プロセスオーナー制度をとることにより、
DXを推進するためのソリューションやプラ
ットフォームの標準化を進め、グローバルで
の最適化ができる。また、DXを推進する重
要な要素であるITトランスフォーメーショ
ン、つまりIT部門が次世代のソリューショ
ンを提供するために部門内で専門領域の担当
が分かれているという状況を再編成し、標準
化、グローバル化を進めやすくした。

また、標準化の推進は本社がある東京・三
鷹発とするのではなく、各地域の専門性が高
い人材がバーチャル本社（疑似的本社）とし
て束ねている。ここでいう本社とは三鷹とい
う土地のことだけを指しているのではない。
舩生氏は、同社がデジタル化を強力に推進す
るには本社だけでなく、シンガポール、イン

いくことが必要だと考えている。舩生氏率い
るデジタル戦略本部のミッションは、横河グ
ループを従来の製造業からOTとITが統合さ
れたソリューション・サービスカンパニーに
変革することである。そうすることで、リカ
ーリング型ビジネスモデルにより企業価値を
増大することができる。

そのため、横河グループ自身が、DXの具
体的ユースケースとなるようにデジタルエン
タープライズになるための変革を進める
Internal DXを推進している。また、そうし
て得たノウハウを生かし、自らの実践事例を
ショールーム化して顧客への価値に転換しよ
うとしている。このような同社のDXについ
て、自社内のプロセス変革を進める①プロセ
スオーナー制度の導入、②バイモーダルアプ
ローチでのリソースの強化と再配置、③
External DXの推進、について述べる。

①プロセスオーナー制度の導入
舩生氏が横河電機に入社した2018年当時は

「情報システム部門の意識や守備範囲に課題
があった」と指摘する。当時の情報システム
部門は、ITインフラと基幹システムだけを
サポートし、営業など情報系システム、エン
ジニアリング系システムなどは管轄外として
いた。これらのシステムはすべて事業部側の
部門が担当していたため、各拠点や各部門の
ITがバラバラに構築されており、ITやデジ
タル技術の専門知識を持つ人材の育成もまま
ならない状況となっていた。

舩尾氏は、こうした状況は各種システムの
管轄が分かれていることと、標準化を推し進
めるイニシアチブが弱いためであると考え
た。 そ こ で、Internal DXとExternal DXの
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理、製造管理のシステム担当のSoR（System 
of Record）、構造化データと非構造化データ
を組み合わせて分析し、顧客インサイトをよ
く理解することで、ビジネスに新たな価値を
生み出すSoI（System of Insight）、顧客、社
員、取引先向けシステム担当のSoE（System 
of Engagement）の 3 チームに分類し、統合
的にバランスよく進められる体制に改めてい
る。

特に人材が不足していたSoE領域では、中
途採用と外国人採用を行っている。SoEを強
化するには、SoIから得られるインサイトと
SoRから得られる基本情報が重要になってく
る。つまり、SoR、SoI、SoEの 3 つが強固に
結びつき、バランスよく強化されることが必
要である。またSoRは、旧情報システム本部
主体で構成され、SoIは旧情報システム本部
のうちデータ分析ができる人材を中心に強
化、SoEは中途採用と外国人採用の人材で構

ド、米国など、世界各地の拠点を生かし、最
適な人材でプロセスの標準化を進める必要が
あると考えた。物理的な場所にこだわらず、
さまざまな場所にいるメンバーが集まるとい
うことである。プロセスオーナー制度を導入
したことにより、同社はそれぞれのタスクに
応じたメンバーをアサインし、世界各地のメ
ンバーが業務を遂行している。

②バイモーダルアプローチでの 
リソースの強化と再配置

舩生氏は標準化を推進するため、リソース
の最適配置と補充を行った。舩生氏が入社し
た頃、横河電機のIT推進は、事業別、機能
別のボトムアップであった。しかしながら舩
生氏は、顧客、社員、取引先のエクスペリエ
ンスを高めるという観点から、プロセスやシ
ステムを再編するため、主にバックオフィ
ス、具体的には会計・経理や人事、受発注管

図6　横河電機のプロセスオーナー制度

各プロセスオーナーと地域の構成図

日本 東南
アジア

中国 韓国 インド 中東 欧州 ロシア 米州 南米

マーケティング

グローバルプロセスオーナー　　　　リージョナルプロセスオーナー　

セールス

コンサルティング

ソリューション開発

External DX推進

IAプロダクト開発

エンジニアリング

External DX推進

IAプロダクト開発

エンジニアリング

出所）横河電機提供資料より作成
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ある（表 2 ）。
さらに、これらのバランスをどうとるかが

重要なポイントである。舩生氏が横河電機に
入社した18年当時はMode1.0が 9 割程度だっ
たが、この比率を少しずつ下げていき、バラ
ンスを取ろうとしている。SoIにより構造化
データと非構造化データを組み合わせて、同
社が組織としての顧客インサイトを理解し、
新たな価値を生み出すには、SoEの抜本的な
強化が必要と考え、中途採用と外国人採用を
行い、 3 つをバランスよく進めていける体制
を整えている。

デジタル戦略本部の下、社内情報システム
のグローバル化、リソースの最適配置を進め
るだけでなく、ビジネス部門のグローバル化
にも取り組んでいる。特に各拠点でのアプリ
ケーション部隊、インフラ部隊、セキュリテ
ィ部隊、DX部隊を横串に編成し、最適化を
図っている。

成されている。そしてこれらを、Mode1.0、
Mode1.5、Mode2.0と区別するバイモーダル
アプローチをとっている。

バイモーダルとは、米国のIT調査会社ガー
トナーが2015年に提唱した考え方である。企
業内におけるITシステムの体制をMode1.0

（守りのIT）とMode2.0（攻めのIT）に大別
し、予算と人員を分けてそれぞれに適した手
法で構築・運用することである。Mode1.0と
Mode2.0では仕事へのアプローチが異なる。
Mode1.0はウォーターフォールを採用し、階
層的アプローチをとる。Mode2.0はアジャイ
ル型アプローチをとる。SoRはMode1.0、SoE
はMode2.0となる。その間にあるMode1.5に
該当するのはSoIであり、保証されたデータ
品質が必要である一方で、アジャイル型のア
プローチによる正確性とスピードも一層求め
ら れ る。 つ ま り、Mode2.0は 機 敏 性 が、
Mode.1.0は信頼性が求められるということで

表2　横河電機におけるMode1.0、Mode2.0の定義

システム種類
特徴

システム オペレーション

System of Record
（SoR）

● オーソライズされた取引データを記録す
る

● 明確な機能要求がある
● 安定した長いシステムライフを持つ
● リソース見積もりが容易である
● KPI：ROIが主

● 保証されたサービスレベルを持つ
● 開発と運用保守は別チームであることが
多い

● ウォーターフォールアプローチを採用
● 階層型アプローチ

旧情報システム本部
主体のチーム
Mode1.0

System of Insight
（SoI）

● ビッグデータからの予測
● インタラクティブなデータ分析
● ビジネスプロセスの自動化
● SoR・SoEからのさまざまなタイプのデー
タ処理

● KPI：正確性・スピードなど

● 保証されたデータ品質を持つ
● 開発と運用保守は同一チームで継続的改
善を行う

● Agile／DevOpsを採用
● フラット型アプローチ

旧情報システム本部
からシフトしたチーム

Mode1.5

System of 
Engagement
（SoE）

● 顧客・社員・サプライヤーとのインター
コネクションを担当

● 変化するユーザ要求による継続的改善を
行う

● 早いリリース・変更・廃棄を実行
● アドホックなリソース調整を行う
● KPI：売上・利益・生産性など

● 一部システムの障害や変更に対応する
サービス維持能力

● 開発と運用保守は同一チームで継続的改
善を行う

● Agile／DevOpsを採用
● フラット型アプローチ

外国人＋中途採用
により構成したチーム

Mode2.0

出所）横河電機提供資料より作成
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一方、OT側では、さまざまな生産活動を
休みなく動かしており、システムを止めるこ
とはできない。そのため、リプレースが難し
く、データ収集や利活用に向けた専用の仕組
みをつくり、そのデータをクラウドに統合す
るという動きが出ている。このようなデータ
統合の動きが進めば、AI活用も進むことに
なる。舩生氏は、OTのシステムもITのよう
にクラウド化し、最終的には各社のシステム
がクラウド上で展開され、オペレーションと
して連携させられるようになり、サプライチ
ェーンについてもクラウド上で行われるよう
になると推測している。そこで、データ統合
やデータ分析といった、データ活用の仕組み
をエンジニアリングできる人材をどれだけ確
保できるかがビジネス成長のカギを握ること
になると見ている。

同社は、OTとITを統合することで、顧客
であるプロセス産業における自律した工場の
実現をリードしようとしている。これを

「IA2IA（Industrial Automation to Industri-
al Autonomy）」と称し、クラウド化による
データの統合、デジタルツインなどによりプ
ラントの生産性と安全性の向上を目的とした
現場の作業や意思決定プロセスの自律化を促
進して、ネットワーク効果によるソリューシ
ョン価値を増大しようとしている。ネットワ
ーク効果によるソリューション価値の増大に
は、図 7 のようなデータ統合の成熟度が求め
られるという。

つまり、デジタル化によってオペレーショ
ンを集約し、RPAやAI、マシンラーニング
などによって自動化を行い、最終的には自律
化されたオペレーションを実現すれば、OT
とITは統合され、データの統合は進んでい

③External DXの推進
舩生氏は日本企業の企業価値が上がらない

のは、ネットワークを効果的に使えていない
からだと考えている。たとえばAppleやシー
メンスは、クラウド事業、プラットフォーム
事業でユーザーやデータ数が増やせれば、そ
の企業価値も相乗的に増加する。これに対し
て日本企業は、ハードウエア中心の事業であ
るため、顧客データや使用履歴データなどを
蓄積しても、その企業価値を十分に増大でき
てこなかったのである。

舩生氏は、日本企業が企業価値を増大させ
るためには、自社のプロセスのDX化を進め
るInternal DXと同時に、顧客に対する価値
提供を、DXを利用して革新していくことが
必要だと考えている。そこで横河電機はOT
とITの融合を目指している。横河電機は、
もともと強みを持つ制御技術によるOTに加
えて、IoT、すなわち、センサーおよびソフ
トウエアなどのIT分野をどのように融合させ
ていくかが大きな課題であると指摘してい
る。同社は、2018年に策定した中期経営計画

「Transformation 2020」から、プラント建設
の際のエンジニアリング、制御システム導入
に加え、保守メンテナンスなどのリカーリン
グビジネスへのシフトを強力に推進してい
る。

製造業がDXを推進する中で特に障壁とな
るのがOTとITの分断である。部門としても
OTとITとは分かれているケースが多く、シ
ステムも別々に運用されており、交流も少な
い。最近ではIT側のシステムを統廃合する
機運となっており、システム面ではクラウド
上で統合するという取り組みがさまざまな企
業で進められている。
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Cloud」上で動作する分析アプリケーション
やAIアプリケーションなどがこれに該当す
る。

デジタルソリューション本部DXプラット
フォームセンターは、ほかの事業本部のデジ
タルサービス化も支援する、全社横断的な組
織体制となっている。こうした体制をとるこ
とにより、各事業本部がこれまでに構築して
きたプロダクトのデジタルサービス化を担う
ことを主なミッションとしているのである。

くということである。
船生氏率いるデジタルソリューション本部

DXプラットフォームセンターを中心に、顧
客のデジタルエンタープライズ化に貢献すべ
く、さまざまなデジタルサービスの開発や提
供を進めている。社内にはOTで培ったノウ
ハウを生かしたアプリケーションが多数存在
するが、これまでのプラント関連のシステム
はオンプレミス環境を前提として提供されて
いた。

これらのノウハウとシステムのクラウド化
を推進することが必要なため、OT領域で浸
透しているPrude Enterprise Reference Ar-
chitecture（別名Prude Model）において、
Level 1 〜 3 をOT領域、Level 4 をIT領域と
し、そのうちLevel 3 〜 4 のアプリケーショ
ンをクラウドアプリケーションとして開発し
た上で、デジタルサービスとして提供を開始
している（図 8 ）。既に同社が提供する標準
のIIoTプラットフォームである「Yokogawa 

図7　横河電機におけるDXの成熟度、データ統合の成熟度
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出所）横河電機提供資料より作成

図8　横河電機におけるPrude Enterprise Reference Architecture
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バル推進拠点としている。具体的には、イン
ド、中国でサービス開発を行い、日本、シン
ガポール、欧州、米国、中東などでそのサー
ビスを展開するなど、グローバルオペレーシ
ョンを指向している。加えて、インド工科大
学などの優秀なDXエンジニアを新卒採用し
てDXケーパビリティを拡充している（図
10）。

このように横河電機は、OTとITを統合す

図 9 に表すようにクラウドプラットフォーム
の標準化を行い、開発・運用コストの最適化
を推進している。同時に各事業本部とともに
それらのビジネスモデルの企画力を強化し、
すべての事業においてROIを実現する体制の
構築に努めている。

また、同社では最新のデジタル技術を扱う
ためにリソースのグローバル配置を進め、シ
ンガポール現地法人をExternal DXのグロー

図9　横河電機におけるExternal DXマネジメントスキーム
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DX売上／総売上
の増加

DX ROIの確保

SGDsに貢献する
クラウドアプリ増加

（省エネ・安全・再エネ）

● 必要DX投資にコミット
　（from DXバジェット）
● 売上に応じた課金

● 既存ビジネスのクラウド化（リカーリング化）
● 新規DXビジネスの創出

●クラウドプラットフォーム
● DX技術
● DXエンジニアリソース

● 目標受注・売上計画に
　コミット

●ビジネスモデル
● OT技術
● 業務知識

図10　横河電機におけるDX推進体制

● ビジネス部門とともにDXを日本国外からグローバルに推進（出島戦略）
● インド・中国を中心に、DX人材を内製化
● 日本での新入社員もインド工科大学などから積極採用（日本のIT人員の5～10％程度）

YEI
External／
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インドからの新入社員・
インターン

（インド工科大学など）

Offshore Delivery Center

DX Lab

中国開発子会社
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インドR&D
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● クラウドエンジニア
● セキュリティエンジニア
● S4/HANAエンジニア
● ServiceNowエンジニア
● SFDCエンジニア

● データサイエンティスト
● IIoTエンジニア
● AI／MLエンジニア
● DLTエンジニア

出所）横河電機提供資料より作成

出所）横河電機提供資料より作成
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設計をすべきである。
また、業務プロセスの刷新と顧客提供価値

の刷新について、同じリーダーシップの下で
実施するのか、分けて実施するのかについて
も議論しておきたい。業務プロセスの刷新に
ついては、情報システム部門もしくはBPRを
推進している業務プロセス改革部門などが担
当することが多い。かたやビジネスモデルの
革新には、「Ⓐ各事業部門内にDX組織を持
つ」「Ⓑ全社横断DX推進部隊を持つ」「Ⓒデ
ジタル事業会社をつくる」という 3 つのパタ
ーンがあるが、それぞれに一長一短がある。

Ⓐは事業部門が自ら推進するため、事業の
理解度は高いが、既存の常識に引っ張られて
思い切った革新ができないという欠点があ
る。Ⓑは人材とノウハウの集約はできるのだ
が、社長の直下にある組織などの本社組織が
担うため、事業から遠くなってしまうという
欠点がある。Ⓒはデジタル専門会社を立ち上
げることで、既存の事業や組織に引っ張られ
ず、思い切ってビジネスモデルを革新できる
が、既存事業のリソースが活用できないとい
うリスクがある。
「Ⓐ各事業部門内にDX組織を持つ」で刷新
を推進している企業として三菱商事がある。

「Ⓑ全社横断DX推進部隊を持つ」には富士フ
イルムホールディングスがある。富士フイル
ムホールディングスにはICT戦略部が配置さ
れており、事業のDXを本社としてバックア
ップしている。また、三菱ケミカルホールデ
ィングスでは、三菱ケミカルをはじめとした
傘下企業に対して浦本直彦CDO率いる先端
技術・事業開発室デジタルトランスフォーメ
ーショングループとともに、事業のプロセス
革新、DXを伴走しながら進めている。

ることにより、リカーリング型ビジネスモデ
ルでの顧客への価値を創出し、企業価値を増
大するため、ROIを実現できる開発体制の実
現、プロセス標準化を推進している。

Ⅲ	 デジタル化対応力強化のために

第Ⅱ章で紹介した先進事例から得られる示
唆として、日本企業におけるデジタル化対応
力の強化に必要なことは、①デジタル化の目
的と対応する組織機能の設計、②標準化推進
機能の構築、③開発アプローチの明確化と開
発力の獲得、④事例の抽象化・テンプレート
化による n 倍化の加速、の 4 点が挙げられる。

1	 デジタル化の目的と対応する 
組織機能の設計

まず実施しなければならないのは、デジタ
ル化の目的を明確にすることである。ここで
は、デジタル化そのものは目的とはならな
い。業務プロセスの革新、製品販売だけでな
く、顧客のワークフローなどのデータと組み
合わせ、顧客の業務プロセスを刷新するなど
のビジネスモデル革新がその目的であるべき
である。

DXという言葉がバズワード化してしま
い、DXそのものが目的化してしまうと、何
のためにデジタル化を推進しているのかの目
的を失ってしまう。デジタル化の目的を明確
にして、目的を実現するための組織のあり方
を考えるべきである。DXの目的を大きく 2
つに分けて「内部の業務プロセスの刷新」と

「顧客向けの提供価値の刷新」と考えると、
それぞれにおいてどのような組織機能が求め
られるのかということから逆算して組織機能
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第Ⅱ章で触れたコマツのEARTHBRAINは
まさしくこの形をとっている。

2	 標準化推進機能の構築
日本企業が業務プロセスの刷新、ビジネス

モデル革新双方においてDXの推進力が弱い
のは、標準化推進機能が弱いからである。業
務プロセスの刷新であれば、海外事業比率が
高まるに伴い、目に見えない業務が増大して
しまうケースも見られる。人事機能において
は、日本企業の本社は日本人の人事しか見て
いないというケースもままある。そのため、
優秀人材の定義、グレーディング、評価の仕
組みなどは現地法人任せとなっており、本社
からは見えないのである。これではグローバ
ルな業務標準化は進められない。

そもそも、まずはグローバルな標準領域を
定め、標準化を推進できる機能を設計する必
要がある。横河電機の事例で述べたプロセス
オーナー制度がそれに該当する考え方の一つ
である。その場合、本社は物理的本社所在地
ではなく、グローバルの各地域人材も含めバ
ーチャルなチームをつくり、プロセスオーナ
ーとして標準化を推進しなければならない。

また、ビジネスモデルを革新する際にも標
準化は欠かせない。ソフトウエアサービス、
コンサルティングなどの事業は地域性が高
く、各地域で顧客のニーズに対応して価値を
協創するのだが、放置しておくと似て非なる
ものが多く存在することになってしまう。そ
のため、グローバルに展開したいモデルの雛
形をつくる、もしくは、地域で展開されてい
るモデルから横展開したいモデルを標準モデ
ルとするなどの機能は必須である。

「Ⓑ全社横断DX推進部隊を持つ」では、そ
の組織が従来のIT部門と一緒である場合と
別になっている場合がある。一緒になってい
る場合は、DXで検討したことがそのままイ
ンフラや基幹との連携につながりやすいとい
う利点はある。横河電機では、IT組織を率
いている舩生氏がExternal DXとしてビジネ
スモデルの刷新を推進している。
「Ⓒデジタル事業会社をつくる」にはコマツ
などがある。前述したスマートコンストラク
ションがそれに該当する。組織の設計は、そ
の目的と組織が持つカルチャーに大きく依存
する。たとえば、各事業部門にDX推進部隊
がいるが、本社にノウハウを集約してバック
アップする部隊が存在するといったケースも
ある。ソニーグループでは、プレイステーシ
ョンにおけるリカーリング事業の実現をソニ
ーインタラクティブエンタテインメント

（SIE）で引っ張ってきた小寺剛氏が全社の
CDOとなり、各事業のDX推進部隊を支援し
ている。プレイステーションのリカーリング
事業は、もともとはSIEが独自に開始したも
ので、その成功が全社的なリカーリングモデ
ルの模範となっている。

事業部門が顧客に対するグリップが強く、
改革に対する意欲も強いが、DXを推進する
人材やノウハウが足りないということであれ
ば、本社からの事業のDXサポート機能によ
るサポートがベターである。逆に製品事業に
近いところに配置すると、固定概念にとらわ
れてビジネスモデルの刷新が進まないのであ
れば、別の事業部門を立ち上げる、もしくは
分社するということも考えられる。分社する
場合は足りないリソースを補完できるパート
ナー候補企業とJVを組むことなどが理想だ。
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スピードを高めることが必要だろう。
当然ながらそのためには、抽象化・テンプ

レート化から、共有、また使用を啓蒙する教
育にわたる仕組みづくりも必要だ。どんなに
よいテンプレートがあったとしても、使われ
なければカスタマイズが増えてしまい、事業
のスケール（大規模化）ができなくなる。ま
た、テンプレート化して n 倍化するには、
活用しやすいテンプレートのラインアップも
必要だ。そこでは、顧客との知的財産の問題
も発生するであろう。

顧客データを取得してPoCを実施した場
合、そこから出てきた成果物に関する知財の
取り扱いなどは、顧客と交渉する段階から、
自社は何を n 倍化したいのかを想定した上
で進めなければならない。そのため、 n 倍
化には知財部門がフロントに立ち、サポート
することも求められる。

このように、日本企業がデジタル化にネッ
トワーク効果を一層発揮し、企業価値を高め
ていくにはまだまだ多くの課題がある。
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3	 開発アプローチの明確化と 
開発力の獲得

日本企業がDXを推進する際に直面する最
大の困難は、開発ノウハウと開発力の不足で
ある。システム子会社を持っている企業で
も、結局その子会社は開発を外部ベンダーに
丸投げしているケースが多く、開発力がある
とはいえない状態である。こうした状況にお
いて必要なことは、横河電機が実施したよう
に、開発アプローチとリソース配置の方針を
明確にし、リソース獲得への術を明らかにす
ることである。

SoR、SoI、SoEは開発において求められる
スキルがそれぞれ異なるため、リソースを適
材適所に配置しなければならない。また、開
発においてこれらが強固に連携できる仕組み
も求められる。そして、Mode1.0とMode 2.0
のどちらのアプローチを取るのかを方針とし
て打ち出し、適正なバランスをとってリソー
スの配置や開発方法の刷新を進めなければな
らない。

4	 事例の抽象化・テンプレート化 
による n 倍化の加速

企業価値の向上に欠かせないことは、ビジ
ネスモデル革新におけるネットワーク効果で
ある。そのためには、事例の展開スピードを
上げ、 n 倍化を進めることが求められる。
日立製作所が実施した n 倍化の推進はまさ
しくそれに該当する。事例を展開するのは世
界各地の拠点であるが、それらを収集し、抽
象化・テンプレート化して横展開するまでの




